
平成２５年第４回 北海道議会定例会（一般質問）開催状況 

 

開催年月日  平成２５年（2013 年）１２月３日（火） 

質  問 者  自民党・道民会議 梅尾 要一 議員 

答 弁 者  知事、危機管理監 

 

三 防衛施設等周辺の外国資本の土地取得について 

 

○梅尾 議員 

 長崎県対馬市で、海上自衛隊基地の周辺の土地が外国資本に取得されたことを受け、先月１６日、防衛大

臣から「隣接地が外国資本に次々と買われている状況には注意を払う必要がある」、「外国資本が買っていく

ということに関しては、防衛の大切な重要な場所ですので、しっかりと監視は必要」との発言があったとこ

ろであります。  

外国人の土地取引の制限に関しては、外国人土地法がありますが、平成２２年１０月の参議院予算特別委

員会において、当時の菅首相が「政令が存在せず、事実上、この法律も有名無実となっている」との答弁を

しているなど、法整備が課題となっているところであります。 

 現在、森林法の改正や道の水資源条例の制定などにより、土地取引の把握まではできるものの、制限や規

制には法整備が求められるところであります。 

 また、千歳市においては、千歳空港が航空自衛隊千歳基地と隣接しており、自衛隊施設のみならず、空港

周辺の土地取引についても注視する必要があると考えます。 

 道内においては、平成２４年１２月時点で、６７件、１，０５４ヘクタールが外国資本等により、林地が

取得されていると承知しておりますが、このうち、自衛隊基地等の施設周辺の取得状況はどのようになって

いるのかまずお伺いをいたします。 

 また、道として、法整備の要請はもとより、国防上、重要な土地については、演習場や緩衝地帯として国

に買い上げを求めることや、土地取引に関し、常時、情報収集に努めるべきと考えますが、所見をお伺いい

たします。 

○知事 

 防衛施設等周辺の土地取引についてでありますが、道では、地域住民の安全・安心を確保するという危機

管理の観点から、自衛隊や警察など国民保護関係機関周辺の森林について、土地取引の動向把握に努めてき

たところであり、現時点において、６件、約５５ヘクタールの外国企業または、外国人の土地所有を確認を

いたしているところであります。 

 また、道では、これまで国に対し、外国資本等による重要な施設周辺などの土地取引について、法令の整

備を要請してきているところでありますが、今国会において、首相から外国人や外国資本による防衛施設周

辺の土地取得を制限する仕組みについて検討する旨の表明があったことから、道の要望の趣旨が実現するよ

う期待をしているところであります。 


